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2018 年７月 

株式会社日本政策投資銀行 地域企画部 

株式会社日本経済研究所 地域本部 

地域商社の成長に向けた戦略調査 ＜概要版＞ 

＜Executive Summary＞ 

本調査の目的 

 
・ ＤＢＪでは 2016年度から地域商社をテーマとした調査・研究を続けており、2016年度は「域

内商社機能による地域経済活性化に関する調査」（2016 年調査）として取りまとめた 

・ 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」「地域未来投資促進法」においても地域商社が重要

な取組として挙げられており、政策面でも地域商社への注目は高まってきている。そして、地

方創生の現場である地方でも、地域商社の設立に向けた検討が進み、実際の設立に至った

例が増えたのも、2017 年度であった。 

・ これら新たな設立の動きも踏まえ、2016年度調査のバージョンアップとして、①ケーススタデ

ィの充実、②地域商社の経営戦略の検討の２つを目的として今回の調査を実施した。（報告

書本編では①を第１部、②を第２部としている） 

１． 「地域商社」とは 

 
・ 現在、地域でもっとも注目されているのは、ただ地域産品の販路開拓を担うだけでなく、生産

段階から流通・販売まで一貫したマーケティングを行う存在である。そこで本レポートでは、

「地域で地域産品のマーケティングを担う地域発の主体・プロジェクト」と定義して調査・検討

を実施している。 

・ このような地域商社は、地域産品を販売し外貨を獲得するだけではなく、市場情報の地域へ

のフィードバックなどで「地域ビジネスの土台」の強化を行い、さらに「地域ビジネスの成長サイ

クル」（ビジネスモデル）を描き、地域のプレイヤーを巻き込んでいくことが求められる。 

２．地域商社のケーススタディ 

 
・ 2016 年度調査では、全国の事例から地域商社の具体的なあり方を考察するため、全国 16

の地域商社のケーススタディ分析を実施したが、今年度も同様に 14 事例を取り上げ、設立

の背景や活動の経緯、現在の事業展開の状況を整理したうえで、地域商社の類型・機能の

観点からその特徴を整理している。 

３．地域商社の経営戦略 

 
・ 地域商社は、地域産品の販売を拡大、収益を上げ、自立的な運営を行い、さらには地域に

利益を還元していくことも重要な機能である。つまり、「地域公益企業」として設計していくこと

も大切である。従って、「収益性」「地域性」「持続性」の３点が求められる。 

・ 地域商社は一企業として「収益性」を確保していくことが、事業の継続性にとっても丌可欠で

ある。そのため、地域商社にも一般の企業経営と同じく経営技術が必須である。むしろ地域

公益企業というあり方を前提とすると、より高度な経営技術が求められる。 

・ この経営技術については、マーケティング、ファイナンス、ガバナンスの３つの切り口から、経

営戦略を分析、検討していくことが有効である。 
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１．地域商社とは 

（１） 地域商社の定義 

・ 地域商社とは字義通りに捉えれば「地域」における「商社」だが、それではなかなか地域商社の

具体的なイメージにはつながりにくい。そこで本レポートでは地域商社を「基礎的」「発展的」「最

発展的」の３つの段階で定義している。【図表１】 

・ 現在、地域でもっとも注目されているのは、ただ地域産品の販路開拓を担うだけでなく、生産段

階から流通・販売まで一貫したマーケティングを行う存在である。そのため、本レポートでは、発

展的な定義である「地域で地域産品のマーケティングを担う地域発の主体・プロジェクト」を前提

として議論を進めていく。 

・ このような地域商社は、地域産品を販売し外貨を獲得するだけではなく、市場の情報を地域に

フィードバックするなどで「地域ビジネスの土台」の強化を行い、さらに「地域ビジネスの成長サイ

クル」（ビジネスモデル）を描き、地域のプレイヤーを巻き込んでいくことが求められる。【図表２】 

【図表１】地域商社の定義 

 

出所：日本経済研究所 

【図表２】地域商社のイメージ 

 

出所：日本経済研究所 

１ 基礎的な定義

 地域で、地域産品の卸・小売を営む地域発の主体・プロ
ジェクト

 例：地域産品の直売場、地域産品の通販

２ 発展的な定義

 地域で、地域と地域産品のマーケティングを担う地域発の
主体・プロジェクト

 例：地域の生活スタイル、グッドイメージも伴った商品・
サービスの開発・販売と地域のブランディング

３ 最発展的な定義

 地域で、公益性を強く意識し、地域課題に対し、ビジネス
ベースでの解決を図るソリューション・コア

 例：地域物流事業、地域公共交通の運営等
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１． 地域商社とは 

（２） 地域商社の類型 

・ ＤＢＪでは、多様な地域商社のあり方を整理するために、①マーケットの範囲【図表３】、②活動

形態【図表４】、③活動主体【図表５】の３つの視点から類型化し、今回の調査においても、引き

続きこの類型化に基づいた、ケーススタディ分析を行っている。 

【図表３】マーケットによる地域商社の類型 

 

資料：日本経済研究所 

【図表４】活動形態による地域商社の類型 

 

資料：日本経済研究所 

【図表５】活動主体による地域商社の類型 

 

資料：日本経済研究所 

マーケットの範囲

狭い← →広い

地域内及び近隣地域 大都市圏等の国内 海外

概要

「地産地消型」

• 地域で生産した一次産品（農水産
物）、加工品（加工食品）、サービス
（飲食）などを、地域内で消費するも
の。

「移出型」

• 地域産品やサービスを大都市圏の消
費者や事業者に販売。地域からの移
出で外貨を獲得するもの。

「輸出型」

• 地域産品を海外に販売し、外貨を獲
得するもの。

例

• 道の駅・産地直売所が代表的なもの
である。

• 一部の道の駅・産地直売所は広い地
域から一般消費者・観光客も集客し
ており、地域内消費だけでなく、地域
外への移出も行う。

• 第３セクターによる物産公社、地域発
のネット販売事業者などがプレイヤー。
都市部のアンテナショップも移出型の
取組として挙げられる。

• 近年設立されている地域商社は主に
この移出型である。

• 地域発の輸出商社、地域の素材を
活用した食品加工メーカーなどの取
組がみられる。

類型 内容 例

流通型

小売型

• 地域内もしくは地域外に売り場・店舗を持って、地域産品や地域産品を活
用したサービスを直接販売・提供しているもの。

• ネット販売もこの小売型に含める。

道の駅・直売所
アンテナショップ

飲食店
ネット販売事業者 等

卸売型

• 一般の商社と同様に、地域の産品を他地域に販売する商流・物流を提供
するもの。

• 近年は海外事業者に直接販売する取組もみられる。

物産公社
地域発の輸出商社 等

メーカー型
• 地域資源を活用し製造した加工品・製品を国内外に販売し、地域のブラ

ンディングまで至っているもの。
地域の製造業事業者

プロジェクトメイク型
（ＰＭ型）

• 地域内もしくは地域外において地域資源の販売や活用を狙ったプロジェク
トを組成し、実行しているもの。

地域産品の販売イベント
海外でのプロジェクト組成

類型 内容

民間企業・団体

• 地域産品の開発・販売を民間企業・団体が手掛けるもの。

• 具体的には、製造業・流通業を手掛ける民間企業、農業協同組合・漁業協同組合などの組合、地方銀行などの
金融機関が当てはまる。また、商工会議所・商工会などの民間の産業支援団体が中心となっている例もある。

第３セクター

• 地方自治体と民間企業が出資した第３セクターが地域商社として活動している例。

• 民間企業・団体と異なり、地域の産業支援という公共的な目的も有しており、生産者・事業者へのアドバイス・支援
なども手掛ける。

行政
（地方自治体）

• 行政が開設する産業支援センター等が、地域の産業振興のために事業者に対し、生産から販売に至るサポートを
行っている例。多くのアンテナショップについて、設置主体としても活動。

• 行政が主体であるため、産品の販売による売上獲得を目的としておらず、産業支援的な意味合いが主となる。
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２．地域商社のケーススタディ 

・ 2016 年度調査では、全国の事例から地域商社の具体的なあり方を考察するため、全国 16 の

地域商社のケーススタディを実施した。今年度も同様に以下の 14 事例を取り上げ、これらのす

べての事例について、文献調査に加えインタビュー調査を実施した。【図表６】 

・ そして各事例において、設立の背景や活動の経緯、現在の事業展開の状況を整理したうえで、

前章で示した地域商社の類型・機能の観点からその特徴を整理している。【図表７・８】 

・ また、後述の地域商社の経営戦略については、以上の 30事例を踏まえ検討を行っている。 

＊各事例の詳細については報告書本編を参照 

 

【図表６】ケーススタディで取り上げた 14 事例 

 
資料：日本経済研究所 

 

 

 

 

(株)Wakka Japan

(株)離島キッチン

越中富山お土産プロジェクト
「幸のこわけ」

(株)内子フレッシュパークからり

(株)くしまアオイファーム

九州農水産物直販(株)

(株)KASSE JAPAN

(株)吉田ふるさと村

北海道どさんこプラザ

(株)くまもとＤＭＣ

Oita Made(株)

(株)地域商社とっとり

ながと物産（同）

地域商社やまぐち(株)
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【図表７】ケーススタディで取り上げた 14 事例の地域商社としての類型 

事例 

(事業主体・プロジェクト名等) 
主体 

活動形態 主なマーケット 

流通 
ﾒｰｶｰ ＰＭ 

地域

内 
国内 海外 

小売 卸売 

１ (株)Wakka Japan 民間  ○     ○ 

２ 北海道どさんこプラザ 行政 ○    ○ ○ ○ 

３ (株)離島キッチン 民間 ○     ○  

４ 
越中富山お土産ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

「幸のこわけ」 

行政 

３セク 
○ ○  ○  ○  

５ (株)地域商社とっとり ３セク  ○ ○   ○  

６ (株)吉田ふるさと村 ３セク ○ ○ ○ ○ ○ ○  

７ ながと物産（同） ３セク ○ ○ ○  ○ ○  

８ 地域商社やまぐち(株) 民間  ○    ○  

９ 
(株)内子ﾌﾚｯｼｭﾊﾟｰｸ 

からり 
３セク ○  ○  ○ ○  

10 九州農産物通商(株) ３セク  ○   ○ ○  

11 Oita Made(株) 民間 ○  ○  ○ ○  

12 (株)くまもとＤＭＣ ３セク  ○  ○  ○ ○ 

13 (株)KASSE JAPAN 民間  ○ ○   ○  

14 
(株)くしま 

アオイファーム 
民間 ○ ○ ○   ○ ○ 

資料：日本経済研究所 
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【図表８】ケーススタディで取り上げた 14 事例の概要 

事例 概要 

１ (株)Wakka Japan 
我が国からの米輸出 1.2 万トンのうち約 1/10 に当たる

1,000 トンを輸出する北海道の米専門輸出商社。 

２ 北海道どさんこプラザ 
北海道が設置するアンテナショップ。北海道を始め全国に

立地し、販売・マーケティング支援を実施。 

３ (株)離島キッチン 
（一社）海士町観光協会が設置するレストラン「離島キッチ

ン」を運営する企業。全国離島から食材を調達。 

４ 
越中富山お土産ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

「幸のこわけ」 

富山県総合デザインセンターと富山県いきいき物産(株)に

よる富山県のお土産ブランドプロジェクト。 

５ (株)地域商社とっとり 
鳥取県東部の自治体と地方銀行２行が中心となって設立

した地域商社。 

６ (株)吉田ふるさと村 
鳥取県雲南市（旧吉田村）で地域課題の解決を担う地域

商社。たまごかけごはん専用醤油を開発・販売。 

７ ながと物産（同） 
山口県長門市と一次産業関連団体の出資により設立。交

流施設「センザキッチン」を拠点に事業を展開。 

８ 地域商社やまぐち(株) 
山口銀行が中心となって設立された地域商社。山口県産

品のブランド化を推進。 

９ 
(株)内子ﾌﾚｯｼｭﾊﾟｰｸ 

からり 

愛媛県内子町の道の駅「フレッシュパークからり」を運営す

る住民出資型の第３セクター。 

10 九州農産物通商(株) 
福岡県・ＪＡ福岡が中心となって設立・運営する輸出商

社。九州全域の農水産物をアジアに輸出。 

11 Oita Made(株) 
大分銀行が中心となって設立・運営する地域商社。大分

県産品ブランド「Oita Made」を展開。 

12 (株)くまもとＤＭＣ 
肥後銀行が中心となり運営しているＤＭＯ。県産品の開発・

販売支援という地域商社業務も実施。 

13 (株)KASSE JAPAN 
くまもと県南フードバレーをビジネスサイドから支える九州産

交グループの地域商社。 

14 
(株)くしま 

アオイファーム 

急増するさつまいも輸出の 1/4～1/3 のシェアを持つさつ

まいも専門の地域商社。 

資料：日本経済研究所  
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３．地域商社の経営戦略 

（１）地域商社を設計する際の３つの視点と経営技術 

＜地域商社設計のための３つの視点＞ 

・ 地域商社は、最終的には地域産品の販売を

拡大、収益を上げ、自立的な運営を行い、さら

には地域に利益を還元していくことも重要な機

能である。つまり、収益性と地域性（公益性）が

求められる。加えて、地域産業の維持・成長と

いう大きな目標を実現していくためには、一般

の企業以上に持続性も求められる。一般の民

間企業では「収益性」に重きが置かれるが、地

域商社では、それと同時に、もしくはそれ以上

に公益的な「地域性」「持続性」が重要となる。

【図表９】 

・ 地域商社は「地域公益企業」（地域の公益性

を重視しながら、持続的に収益事業に取り組

む事業体）として設計していくことも重要である。 

＜地域商社の経営技術＞ 

・ 地域商社は「地域公益企業」という性格を持つが、それでもやはり一企業として「収益性」を確

保していくことが、事業の継続性にとっても丌可欠である。そのため、地域商社においても、一

般の企業経営と同じく経営技術（マネジメント技術）が必須である。むしろ地域公益企業というあ

り方を前提とすると、より高度な経営技術が求められる。 

・ この経営技術は大きく「マーケティング」「ファイナンス」「ガバナンス」に分けられるが、その３つ

について以降で整理している。【図表 10】 

【図表 10】地域商社に求められる経営技術

 

出所：日本経済研究所 

【図表９】地域商社設計のための３つの視点 

 

出所：日本経済研究所 

経営技術 目的 ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ 評価基準 特に地域商社では…

マーケティング
（Marketing）

顧客価値
の最大化

顧客
（消費者）

その企業の
商品・サービスを
購入したいか

・ その地域のモノであれば購入し
たいか

・ 地域産品の売上拡大に結び付い
ているか

ファイナンス
（Finance）

金融的価値
の最大化

投資家
（個人/

金融機関）

その企業に
投資・融資
したいか

・ その地域商社・地域を資金面で
サポートしたいか

ガバナンス
（Governance）

職場価値
の最大化

従業員
その企業で
働きたいか

働き続けたいか

・ その地域で働きたいか

・ その地域商社で活躍・成長でき
るか

１ 収益性

 全国各地で地方創生の動きが活発となる中、地
域産品の分野も競争が激しくなっている

 このような競争環境にあっても、地域商社は一
企業として収益を上げ、自走していくことが必
要である。

３ 持続性

 地域産品の開発・販売によって、地域経済の活性
化に取り組むには、非常に長い時間が必要となる。

 一般の企業は10年継続が一つの目安となるが、
地域商社においては社会的貢献の実現のために
「20年持続」を念頭に設計しておきたい。

２ 地域性（公益性）

 地域商社は一企業ではあるが、単に収益を追求
する営利団体ではなく、最終的には地域産業の
維持・成長を導く社会的・公益的な役割を負っ
ている地域にとっての「地域公益企業」である。
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３．地域商社の経営戦略 

（２）地域商社の経営戦略  ①マーケティング 

・ マーケティングとは、「顧客からの評価（顧客価値）を最大化」するための経営技術である。地域

商社であれば、その地域商社の商品を、地域の産品を顧客が買いたいか、実際に買っている

か、ということが評価の基準となる。そして、より主体的には、「いかに売れる地域産品を開発し販

売するか」ということが、マーケティング上の課題となる。 

・ 製品開発を行ううえで代表的なフレームワークが「４Ｐ」であるが、地域商社を設計する場合、そ

の前に、そもそも地域商社の地域（Province）はどこか、その地域の産業構造（Process）はどうな

っているのか、そして、その地域の魅力とは何か（言葉での表現：Poetry）、どのようなプレイヤー

の参加（Participation）のもと、具現化していくのか、ということを考える必要がある、これらを「地

域４Ｐ」として整理する。【図表 11】 

【図表 11】地域商社の４Ｐと地域産品の４Ｐ 

 
出所：日本経済研究所 

＜地域４Ｐ＞ 

・ 地域商社の設計にあたって検討すべき４つの観点を整理したフレームワーク。どの地域単位で

ブランドを形成していくのか（Province）、どのようなプロセス（Process）で、どのようなプレイヤーと

協働しながら付加価値を形成するのか（Participation）、その地域の魅力とは何かをわかりやす

いメッセージで伝える（Poetry）、これらを具体的に検討していくことが必要である。 

＜４Ｐ＞ 

・ 地域産品の開発において広く活用されているスタンダードなフレームワーク。製品（Product）・価

格（Price）・ 流通（Place）・販売促進（Promotion）の４つの視点から、製品の顧客価値を最大化

していく考え方であり、地域産品では特に限定的な経営資源を用いて、いかにコアな顧客層に

付加価値の高い（ブランド力を持った）製品・サービスを届けていくかを、製造段階だけでなく、物

流・最終販売段階まで検討することが必要である。 

項目

地域商社のマーケティング 地域産品のマーケティング

内容 項目 内容

Province
地域・領域

 その地域商社の「地域」とはどこか？

 どの地域の産品のマーケティングを行
うのか？

Poetry
言語表現

 地域の将来像・地域商社のコンセプト
は何か？

 自分の言葉で地域の魅力・将来を語れ
るか？

Process
ビジネス
プロセス

 地域の産品の生産・流通プロセスはど
うなっているか？

 地域にはどのようなプレイヤーがいる
か？

Participation
参加・連携

 地域内のどのプレイヤーが地域商社の
プロジェクトに参加するのか？

 地域外プレイヤーの参加はあるか？

Product
製品

 どの地域資源を使い、何にこだわる
か？

 商品カテゴリ、デザイン、ブランドを
どうするか？

Price
価格

 商品の価格をどのように設定するか？

 価格に納得感が得られる、価値が提供
できるか？

Place
流通

販売チャネル

 B to Cで販売する拠点を持つか？

 B to B の販路開拓をいかに進めるか？

 物流をどのように構築するか？

Promotion
販売促進

コミュニケーション

 地域の将来像・地域商社のコンセプ
ト・商品のこだわり・価値をいかに伝
えるか？

 ブランドコントロールをどうするか？

スタンダードな「４Ｐ」地域商社ならではの「地域４Ｐ」
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３．地域商社の経営戦略 

（２）地域商社の経営戦略  ②ファイナンス 

＜出資者の検討＞ 

・ 地域商社の運営主体は、大きく「民間企業・団体」「第３セクター」「行政」の３つが挙げられるが、

出資者という観点からすると「行政」「民間企業・団体」「住民」の３つに分けられる。 

・ それぞれの出資者により出資の性格が異なり、地域商社の経営資源や経営スタイルも変わるこ

とから、新たに地域商社を設計する場合は、この出資者の構成についても、地域商社の目的・

活動形態を踏まえて検討することが重要である。 

＜行政出資について＞ 

・ 現在、設立が検討されている地域商社の多くが、行政と民間企業・団体が共同で出資を行う

「第３セクター」である。 

・ 第３セクター型の地域商社を設立する場合、そのメリット・デメリットを踏まえると、行政の出資を

得つつも、民間企業のような経営の自由度を確保していくことが重要となる。そのため同じく出資

をする民間企業・団体・住民が地域商社の運営に深く関不していくことが必要である。 

＜地域エンゲージメント・ファイナンス＞【図表 12】 

・ 地域商社が「地域公益企業」を目指す場合、その公益性を出資面で担保するのは、行政からの

出資だけではなく、地域住民からの出資も同様である。 

・ 地域住民による出資は、住民から広く少額の寄付的出資を集め、出資者（住民）はプロジェクト

支援、経営者は責任ある経営と双務的に顔が見える関係で強く約するという性質を帯び、住民

と経営者の間に相互に助け合う関係（エンゲージメント）が成立する。このような地域住民の出資

を「地域エンゲージメント・ファイナンス」と呼びたい。 

【図表 12】地域エンゲージメント・ファイナスのメリット・デメリット 

 

出所：日本政策投資銀行 

 

メリット

デメリット

 住民出資による株式会社の「地域公益企業」化

 行政サポートのアカウンタビリティの確保（行政からのサポート提供の合理化）

 住民目線から経営にチェックが入ることにより、地域商社のプロジェクトの選択・実施に関する
責任が明確となる

 経営者の地域貢献意識の向上

 地域住民の地域経済への関心・意識の向上

 株主が多数に及ぶため管理コストが高い

 高齢者の株主が多い場合、株を相続した人が地域にいないケースも増え、住民からの経営の
チェック機能が低下。地域公益企業としての意味合いが薄れる可能性あり

地域住民 経営者
寄付的出資・プロジェクト支援

強い経営責任・公益追求
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３．地域商社の経営戦略 

（２）地域商社の経営戦略  ③ガバナンス 

・ 企業にとってガバナンスは、人的価値をいかに高めるかという課題に応えるものであるが、地域

商社は小規模な組織となることが想定されるため、経営を担う人材の影響は非常に大きい。そ

のため優秀な経営人材をいかに確保するかが最大の問題となる。 

・ 経営人材は、「地域に密着できる」「マーケティングの視点を持っている」という２つの条件を備え

ていることが求められる。人材の確保については、まず地域の人材（もしくは地域出身の人材）が

適任であるが、もし適当な人材が地域にいない場合、地域外から招いてくることも一法である。

ただし、この場合、地域の人材による強いサポート体制を構築する必要がある。【図表 13】 

【図表 13】地域商社の経営人材に求められる役割 

 

出所：日本経済研究所 

 

 

  

地域内

地域外

外の目から地域を冷静に観察・評価

地域外との
ネットワーク

構築

地域外への積極的情報発信

地域内をくまなく歩く
フットワーク

地域内でのコミュニケーション
ネットワーク

地域外との
コミュニケーション
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